第7章　インドネシア

瀧井　貞行

2005年10月の燃料費補助金の大幅カットの結果，国内燃料価格は急騰し，貸出金利も2005年8月から2006年3月までに3％ポイント上昇した（International Monetary Fund，various years c）。経済成長は鈍化し，2005年第4四半期から2006年第2四半期までの成長率は5.1％を下回った（図7.1）。ただし，燃料価格上昇に対するマクロ調整はほぼ完了し，2006年半ばまでに経済は安定化したと言えよう。第3四半期の経済成長率は5.5％まで上昇し，第4四半期にはさらに加速すると予想される。表7.1では2006年通年で5.5％の経済成長率が想定されているが，これは第4四半期に6.6％の成長率が達成されたことを意味している。2007年の見通しについては，さらに0.5％ポイントまたはそれ以上に成長率が高まると見られている（表1.2）。

燃料費補助金の削減は消費者物価上昇率を押し上げた。2005年10月から2006年2月までの期間において対前年同月比で17～18％にまで跳ね上がり，その後も2006年9月までは15～16％と高かった（図7.3から計算）。ただし，10～12月期においては5～6％に落ち着いている。中央銀行（Bank Indonesia）は，2005年12月から2006年4月までの間，インフレの加速を押さえるため政策誘導金利（BIレート）を12.75％という高い水準に設定してきた。その後，インフレが沈静化する兆しを見せると毎月BIレートは引き下げられ，2007年1月4日には9.5％にまで低下した（Indonesia, Bank Indonesia，2007）。表1.2における最近の予測によれば，2007年の消費者物価上昇率は6～7％に留まると見られている。これは，中央銀行の引き締め政策がうまく機能し燃料価格急騰に伴うインフレが鎮まったとの見方を反映している。高金利と株価指数の上昇（2006年に55％上昇）は外国資本の流入を招き，2006年においてルピアは9％増価した（表7.2）。

インフレの影響を最も受けやすいのは貧困層である。政府は燃料費補助金カットとともに，貧困世帯にそれぞれ30万ルピアの支給を行った。しかし，公式統計において貧困層に分類される人口は2005年の3,500万人から2006年には3,900万人に増加することとなった（総人口の18％，Economist Intelligence Unit，2006，p．19）。また燃料価格の上昇は民間消費支出にも影響を与え，同支出の対実質GDP比は2002～05年の60～61％から2006年第1～3四半期には58％に低下した（表7.1）。特に，国内自動車販売台数については，2006年1～10月期において，対前年同期比で46％の落ち込みを見せた（Antara News，2006年11月15日号）。

総固定資本形成も，対実質GDP比で2005年の22％から2006年第1～3四半期には21％に低下した。1999年以降，同比率は20～22％の水準に留まっており，2006年は特に落ち込んだ訳ではない。ただし，経済危機前の29～30％と比較すると投資が深刻な低迷状態にあることがわかる。2006年2月，政府は投資環境を改善させるための政策パッケージを発表した。ここでは，投資関連機関の強化や地方中央政府間の調整等の投資一般に関する分野のほか，通関手続き，税制，労働市場規制，中小企業・協同組合の育成などの分野について，85の目標が設定された（Manning and Roesad，2006）。しかしながら，2006年8月までに達成したのは26分野だけで，プログラムの実施が遅れていることは明白である（Basri and Patunru，2006）。労働市場をより柔軟なものにするために労働法第13/2003号の改正案が検討されたが，労働組合等の抵抗に遭い政府は改正案の国会提出を見送った。この際に起きた問題は，プログラム遂行における問題を如実に表した例の1つである。労働法の主な改正点には，退職金支払いの削減や契約労働者の期間延長などが含まれていた。この改正案に対して，2006年3～5月にはデモやストライキが頻発し，5月には大規模なデモが行われた。インフラ分野や金融部門に関するパッケージにおいても，政府はプログラム遂行において多くの問題に直面することとなった。

消費や投資の低成長と比較すると，輸出は好調である。国民所得統計ベースで見ると，財貨・サービスの輸出は，対実質GDP比で，2005年から1.8％ポイント上昇し2006年第1～3四半期には44％となった（表7.1）。輸入も増加しているが，輸出と比べればその増加は緩やかなため，純輸出は増加した。財貨貿易とサービス貿易を比較すると，特に輸出面において前者が大きくなっている（表7.2）。貿易統計を見ると，2006年1～9月期の輸出は前年同月比で17％増加した（表7.3）。商品価格の上昇を反映して，原材料（除く燃料）のシェアが伸びている。他に，非鉄金属や鉄鋼のシェアが同様の理由で若干ではあるが上昇した。一方で，電子機器の3つの分野（事務用・電算機器，通信機器等，その他電気機器）については，それぞれのシェアが低下し，またそれぞれを足し合わせたシェアは，2000年に大きく上昇して以来，初めて10％を割り込むこととなった。輸入面の変化について，1995年において最大であった機械製品のシェアは低下し，近年鉱物性燃料のシェアが上昇している。ただし，輸出加工区における輸入については品目別の分類がなされていないため，輸入シェアの動向を正確に知ることは難しい。

インドネシアにとって最大の輸出市場は日本であり，インドネシアの輸出総額に占める日本向け輸出のシェアは2005年から2006年1～9月期において上昇した（表7.4）。ただし同シェアは，経済危機前は非常に高かったが，1996～98年にかけて大きく低下している。欧州工業国や米国向けのシェアも大きいが同様に低下している。対照的に，中国とマレーシア向けのシェアがこの10年間に大きく上昇した。韓国とシンガポール向けのシェアも大きいが，シンガポール向けの輸出はおそらく他の地域への再輸出であろう。輸入面においては，シンガポールと中国，欧州工業国，日本が多い。

貿易面に加え，日本からは巨額の公的資金や直接投資資金がインドネシアに流れている（表7.4，7.5）。日本の対イ輸出の半分以上は機械であるが，鉄鋼などのその他製品も重要な輸出品である（表7.6）。輸入については，約3分の2を鉱物性燃料または原材料が占める。ただし，木製品やその他電気機器（主に部品）も大きなシェアを占めている。日系多国籍企業の現地法人企業は25万人を超える雇用を創出し，その数は増加傾向にあったが，2005年において若干減少したもようである（表7.7）。両国は，こうした経済関係をより強固なものにするために，経済連携協定（EPA）締結に向けた交渉を2005年半ばから開始した。両国は2006年11月28日に看護士・介護士の受入れを含むEPAの主要点について大筋合意したことを発表した。
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